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GX実行会議等における最終処分関連の議論
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GX実行会議 とりまとめ（最終処分関連）

◆ 本日は、ＧＸ実行会議の皆様に、ＧＸ実現に向けた基本方針を取りまとめていただきました。関係省庁
の専門家会合、さらには、自民党のＧＸ実行本部、公明党の総合エネルギー・経済産業合同会議等の
議論を並行して積み上げるとともに、有識者の皆様に活発な御議論を頂き、今回取りまとめに至ったことに
感謝申し上げます。

◆ 政府としては、基本方針の具体化に向け、ＧＸ実現のための法案を次期通常国会に提出すべく、幅広
く意見を聞くプロセスを進めていきます。ＧＸ担当大臣の下、関係省庁が連携し､準備を進めてください。

◆ 基本方針でも記載された、現在直面するエネルギー危機に対応した政策を加速していくためには、国民
や地域の信頼を積み上げていく地道な取組も不可欠です。

◆ こうした観点から、高レベル放射性廃棄物の最終処分につながるよう、文献調査の実施地域の拡大を
目指し、最終処分関係閣僚会議を拡充するなど、政府を挙げて、バックエンドの問題に取り組んでいき
ます。

第5回（12月22日）総理発言（抜粋）



６

課題①：関心自治体へのフルサポート体制
（背景）・地域からは、省庁の垣根を越えたサポート体制が求められている。

・予算に限らず、国が責任を持つことのコミットも求められている。

⚫過去５年間で約160回の説明会を全国で実施してきたが、関心を持つ地域は未だに限定的。

⚫先行する諸外国の処分地選定プロセスでは、10件程度の関心地域が出て、そこから順次絞り込み。

⚫日本においても、全国のできるだけ多くの地域で文献調査に取り組むことが重要だが、

現在、北海道２自治体以外の調査実施自治体が出てきていない。

課題②：有望地点の拡大に向けた活動強化
（背景）・負のイメージを払拭できず、最終処分実現が社会全体の利益であるとの認識が広く共有されていない。

・最終処分への拒否感から、首長や議会・商工関係者等に直接働きかける機会が少ない。

課題③：政治的決断のバックアップ
（背景）・処分地選定プロセスにおける、首長の判断にかかるプレッシャーが非常に大きい。

【参考】諸外国の例

現状と課題 第7回最終処分関係閣僚会議
（１２月２３日開催）資料
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12/22 GX実行会議（第５回）

「高レベル放射性廃棄物の最終処分につながるよう、文献調査の実施地域の拡大を目指し、「最終処分関係閣僚
会議」を拡充するなど、政府を挙げて、バックエンドの問題に取り組んでいきます。」（総理）

12/23 最終処分関係閣僚会議（第７回）

「最終処分の実現に政府をあげて取り組むべく、関係府省において具体策を検討し、西村経済産業大臣を中心に、
関係府省と連携して、対応のとりまとめをお願いします。」（官房長官）

２/10 最終処分関係閣僚会議（第８回）

これまでの検討結果を、基本方針の改定（案）の形でとりまとめ・審議 → パブコメを経て閣議決定

関係府省と検討・調整

⚫ 最終処分の実現に向け、文献調査の実施地域の拡大を目指し、審議会等において、更なる取
組の方向性について議論を重ねてきました。

⚫ これに加えて、昨年末の「GX実行会議」及び「最終処分関係閣僚会議」を踏まえ、政府を挙げた
更なる取組の具体化を進めるため、関係府省と検討・調整を実施してきました。

⚫ 一連の検討結果を、昨日の最終処分関係閣僚会議において、最終処分法に基づく「基本方針」
の改定（案）という形でとりまとめました。今後、「基本方針」の閣議決定を目指し、幅広く意見
を聞くプロセスを進めていきます。

【2022年】

【2023年】

最終処分関係閣僚会議の開催（2月１０日）



国は、政府一丸となって、かつ、政府の責任で、最終処分に向けて取り組んでいく。

１．国を挙げた体制構築

○関係府省庁連携の体制構築

・「最終処分関係閣僚会議」のメンバーを拡充。

・「関係府省庁連絡会議」（本府省局長級）及び「地方支
分部局連絡会議」（地方支分部局長級）を新設。

○国・NUMO・電力の合同チームの新設/全国行脚

・国（経産省、地方支分部局）が主導し、地元電力・
NUMO協働で全国行脚（100以上の自治体を訪問）。

・処分事業主体であるNUMOの地域体制を強化。

２．国による有望地点の拡大に向けた活動強
化○国から首長への直接的な働きかけの強化
・国主導の全国行脚（再掲）、全国知事会等の場での働き
かけ。

○国と関係自治体との協議の場の新設

・関心や問題意識を有する首長等との協議の場を新設
（順次、参加自治体を拡大）。

３．国の主体的・段階的な対応による自治体の負担軽減、判断の促進

○関心地域への国からの段階的な申入れ

・関心地域を対象に、文献調査の受け入れ判断の前段階から、地元関係者（経済団体、議会等）に対し、国から、様々なレベ
ルで段階的に、理解活動の実施や調査の検討などを申し入れ。

４．国による地域の将来の持続的発展に向けた対策の強化

○関係府省庁連携による取組の強化

・文献調査受け入れ自治体等を対象に、関係府省庁で連携し、最終処分と共生する地域の将来の持続的発展に向けた各種施
策の企画・実施。
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高レベル放射性廃棄物の最終処分の実現に向けた政府を挙げた取組の強化


